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令和４年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和３年度実績に基づく評価） 作成日 令和 4 年 7 月 25 日
基本目標名 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり
政　策　名 2 安心して子育てのできるまちづくり
施　策　名 1 こどもの健やかな成長と子育て支援

施策関係課 障がい福祉課、家庭児童相談課、保育課、健康増進課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

こどもの数（出生～中学生） 人 13,747 13,420 13,094 

子育て世帯数（出生～中学生） 世帯 8,476 8,281 8,107 

市民（20歳～49歳の男女） 人 40,597 39,972 39,227 

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 97.0 97.1 97.2 97.3

実績 90.7 90.3 89.0 96.3 市政に関するアンケート調査

目標 78.0 77.0 76.0 75.0 市政に関するアンケート調査

実績 65.3 71.2 75.0 70.2

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3

目標 35.5 35.5 36.0 36.0 目標 78.0 77.0 76.0 75.0

実績 41.3 32.7 28.8 37.4 実績 65.3 71.2 75.0 70.2

目標 880 890 900 910 目標 1,100 1,120 1,140 1,160 

実績 742 690 716 645 実績 1,218 1,234 1,214 1,185 

目標 目標 2,630 2,560 1,420 1,350 

実績 実績 1,493 1,571 2,031 1,935 

目標 97.7 97.8 97.9 98.0 目標 28 29 30 31 

実績 97.8 97.0 98.0 98.7 実績 17 16 3 5 

目標 98.0 98.1 98.2 98.3 目標 400 405 410 415 

実績 98.6 98.5 98.0 97.6 実績 374 364 241 227 

目標 目標 50 51 52 53 

実績 実績 46 38 33 31 

目標 27 27 26 26 目標

実績 33 65 50 59 実績

目標 75 75 75 75 目標

実績 49 46 74 62 実績

目標 20 20 20 20 目標

実績 12 10 8 7 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和３年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和３年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和３年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性
施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

【子育てしやすい環境の確保】
・こどもの国、児童館では、新型コロナウイルス感染症の影響により臨時休館やイベントの中止、
利用者数の制限等を余儀なくされたことで、来館者数は伸びなかった。

【令和４年度で解決する課題】
　特になし
【令和５年度以降にも引き継がれる課題】
①こどもの国等児童厚生施設、子育て支援施設の運営充実と利用促進
【令和５年度重点課題】
　特になし

①こどもの国等児童厚生施設の利用促進を図る。

政策体系
施策主管課長
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鈴木　秀明

施策の目的
「対　象」

①こども（出生～中学生）
②子育て世帯
③市民（子育て世代：20歳～49歳）

施策の目的
「意　図」

①こどもが心身ともに健やかに成長できるように
する。
②③安心して、妊娠、出産と子育てができるよう
にする。

①
子育てを楽しいと感じることの方が多
い保護者の割合

％

成果指標の
取得方法②

子育てに負担や不安を感じている保
護者の割合（未就学児、小学生）

％

少子化対
策の推進

・市民（子育
て世代：20
歳～49歳）
・こどもを産
み、育てた
いと思って
いる夫婦

結婚、妊娠、出産、
子育ての希望をか
なえる

①
不妊治療等被助成
者の妊娠出産率

％
子育ての
負担感の
軽減

・子育てを
している保
護者

①子育ての経済
的・精神的負担感
が軽減される。

①
子育てに負担や不安を感
じている保護者の割合
（未就学児、小学生）

％

② 妊娠届出数 件 ②
ファミリー・サポー
ト・センター会員数

人

③ ③
ファミリー・サポート・
センター利用件数

件

母子保健
医療対策
の推進

・こども
・こどもの
保護者

①健やかに成長で
きる。
②出産・育児に対
する適切な支援を
受けられる。

①
乳幼児健康診査
の受診率

％
こどもの遊
び場づくり
の推進

・こども（０
歳～18歳）
・こどもの保
護者

①こどもとその保護
者が、安心して過ご
せる場所がある。

①
子育て支援まちなかプ
ラザ一日平均来館者数 人

②
子育ての相談者が
いる保護者の割合

％ ②
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均来館者数
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人

援護を必
要とする子
育て家庭
への支援

・要保護児
童・要支援
児童及びそ
の支援者
・ひとり親
家庭

①援護を必要とす
る家庭が支援を受
けられる。
②ひとり親家庭の
自立が図れる。

①
児童虐待相談受
理件数

件 ①

②
児童虐待相談のう
ち終結した割合

％ ②

③
自立支援プログラ
ム策定件数

件 ③

・子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点が、子どもの発達段階や家庭の状
況等に応じて連携して対応し、継続した支援を行う。
・妊娠・出産を希望する市民が、早期に治療を行えるよう、不妊治療費、不育症治療費助成制
度の周知を図り、不妊や不育症治療費に対する経済的な支援を行う。
・乳幼児健康診査の受診勧奨により受診率向上を図り、未受診者に対しては関係機関との連
携により、発育状況や養育環境の実態把握を行う。
・児童虐待の早期発見・早期対応を図るため、広報さの・チラシ等により市民の通告義務の周
知・啓発に努める。
・高等職業訓練促進給付金制度を周知し、ひとり親の就労支援に活用する。
・子育て世帯、多子世帯への経済的・精神的な負担感軽減を図る事業を継続して実施する。
・子育て世帯が気軽に利用・交流できる場の提供に努め、利用促進を図る。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点が連携し、要支援児童、特定妊婦への継続支援を行った。
・不妊治療、不育症治療費助成制度についての周知を図り、経済的な支援を行った。
・乳幼児健康診査を実施し、子どもの発達及び養育環境の把握に努め、発達に支援が必要な子は乳幼児二次健康診査等を紹介
し、保護者の支援が必要な人には子育てこころの相談等の相談事業を紹介した。また、乳幼児健康診査の未受診者については、フ
ローチャートに沿って受診勧奨を行い、実態把握に努めた。
・児童虐待の早期発見・対応を図るため、広報さの・ホームページへの掲載、幼稚園、保育園、小・中学校、市有施設へチラシを配布
し、虐待防止及び通告義務の周知啓発に努めた。
・広報さのや子育て情報誌への掲載及びチラシ配布等により、高等職業訓練促進給付金制度の周知を図り、就労に繋げた。
・こども・妊産婦医療費助成、多子世帯への子宝祝金を引き続き実施し、子育て世帯の経済的負担の軽減に努めた。
・こどもの国等児童厚生施設及び子育て支援施設において、コロナ禍の中実施可能な各種行事、子育てに関する講習会等を実施
し、子育て世帯の利用促進を図った。
【成果指標達成状況】
・出産、子育てに係る経済的・精神的負担を軽減する事業を継続して実施したが、子育てを楽しいと感じることの方が多い保護者の
割合は目標97.3％に対して実績96.3％で目標値に届かなかった。
・子育てに負担や不安を感じている保護者の割合（未就学児、小学生）は目標75.0％に対して実績70.2％で目標を達成した。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・不妊治療、不育症治療費助成制度についての周知を図り、経済的な支援を行った。
・子育て世代包括支援センターの周知を図り、妊娠期から子育て期にわたる切れ目の
ない支援を図り、保護者の子育てに関する不安の軽減に努めた。
・支給対象者101人に子宝祝金を支給した。
【成果指標達成状況】
・健康保険の適用外となる不妊治療、不育症治療に対し助成を行い、申請時に妊娠
の有無を確認したところ、妊娠率は目標36％に対して37.4%で目標を達成した。
・妊娠届出数は、目標910件に対し645件で目標を達成できなかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・妊産婦医療助成、中学校修了までの児童を対象にこども医療費助成を行った。妊産婦医療助成で
は、資格者証を郵送交付する際、封筒に開封を促す文章を印字することで、更なる制度周知に努め
た。
・ファミリー・サポート・センターについて、乳幼児健診や保育園、児童館等での行事の際にＰＲ及び
入会の案内を行った。
【成果指標達成状況】
・子育てに負担や不安を感じている保護者の割合（未就学児、小学生）は目標75.0％に対し70.2％で
目標を達成した。
・ファミリー・サポート・センターの会員数は、目標1,160人に対して1,185人で目標を達成した。
・利用件数は、目標1,350件に対して1,935件で目標は未達成となった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・乳幼児健康診査を実施し、子どもの発達および養育環境の把握に努め、発達に支援が必要な子は乳
幼児二次健康診査等を紹介し、保護者の支援が必要な人には子育てこころの相談等の相談事業を紹
介した。
・乳幼児健康診査の未受診者には、フローチャートに沿って受診勧奨を行い、実態把握に努めた。
【成果指標達成状況】
・対象者へ乳幼児健康診査の日程を通知し、未受診者にはフローチャートに沿って再度日程案内をし、
それでも未受診の場合は、担当保健師が訪問するなど受診勧奨を行った結果、目標98.0％に対して
98.7％で目標を達成した。
・子育て世代包括支援センターの地区担当保健師が身近な相談者になる旨周知を図ったが、子育ての
相談者がいる割合は目標98.3％に対し97.6％で未達成となった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・子育て支援まちなかプラザでは、コロナ禍において可能な限り各種講習会や乳幼児親
子教室を実施し、また、ふれあい室での相談や一時預かり保育を行い子育てを支援し
た。
・こどもの国、児童館では、コロナ禍において実施可能な行事等を実施するとともに、情
報を発信し遊びによる子ども育成、保護者の子育て支援に努めた。
【成果指標達成状況】
・子育て支援まちなかプラザと児童厚生施設の一日平均来館者数は、新型コロナ感染
対策としての臨時休館、行事の中止・縮小等により、それぞれ、目標31人に対して実績5
人、415人に対して227人、53人に対して31人で目標は未達成となった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・子育て世代包括支援センターや関係機関と連携し、特に支援を必要とする子どもやその家庭及び妊産婦に
対し、関係機関を交えケース会議を開催し、同行訪問を行うなど専門的相談支援を行い、子ども家庭総合支
援拠点として適正な運営ができた。
・広報誌やホームページ、子育て情報誌に加え、児童扶養手当受給対象者へチラシを配布し、就労等に関す
る情報提供や支援の充実を図り、高等職業訓練促進給付金の活用に繋げた。
・特に支援が必要であると判断した家庭に対し、保健師等による養育に関する指導、助言及びヘルパーを派
遣し育児家事援助を行い、当該家庭の適切な養育支援の活用に努めたが、一部の家庭は終結できず支援を
継続中である。
【成果指標達成状況】
・令和3年度の新規虐待相談では、身体的が5件、心理的が34件（うち面前DVが13件）、ネグレクトが20件の
合計59件を受理した。虐待予防、再発防止のための周知啓発に努めたが、昨年度より9件の増となり、目標
の26件は未達成となった。
・令和3年度の新規児童虐待相談59件、前年度からの継続相談26件、合わせて85件の児童虐待相談に対応
し、養育環境が整い虐待の再発もなく終結した事案は53件で、終結の割合は62％となり、目標の75％は未達
成となった。
・高等職業訓練促進給付金の受給者7名に対し、自立支援プログラムを策定し支援した結果、全員が就業に
繋がったが、就業希望者が20名に届かず、未達成となった。

【こどもの健やかな成長と子育て支援】
・子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点が連携し、妊娠期から子育て期にわた
る母子保健や育児に関する相談等を行うととに、要支援児童、特定妊婦に対する継続支援を行っ
た。
・健康保険の適用外となる不妊治療、不育症治療に対し助成を行い、その妊娠率は目標36％に
対して37.4％であった。
・妊娠届出に基づき母子健康手帳を645人に交付したが、少子化に歯止めがかからない状況であ
る。
・対象者へ乳幼児健康診査の日程を通知し、未受診者にはフローチャートに沿って再度日程案内
をし、それでも未受診の場合は、担当保健師が訪問するなど受診勧奨を行った結果、目標98.0％
に対して98.7％であった。
・子育て世代包括支援センターの地区担当保健師が身近な相談者になる旨周知を図ったが、子
育ての相談者がいる割合は目標98.3％に届かなった。
・児童虐待についての通告は59件と前年度より9件増加し、目標26件に届かなった。
・子育て世帯の経済的負担を軽減するため、妊産婦医療費、中学生までのこども医療費等の助
成を行った。
・子育て支援まちなかプラザでは、新型コロナウイルス感染症の影響により臨時休館やイベントの
中止、利用者数の制限等を余儀なくされたことで、来館者数は伸びなかった。
・施策全体の令和3年度決算額は約45億7,240万円で、令和2年度決算額約32億2,470万円に対
し、約13億4,770万円の増額で、対前年度比141.79％であった。この主な要因は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受けている子育て世帯への経済的支援として、臨時特別給付金約16億
8,000万円を支給したことによるものである。なお、給付金を除いた決算額の大きな割合を占める
児童手当等の手当は、少子化の影響により減少したが、こども医療等の医療助成費については、
新型コロナウイルス感染症による受診控えが落ち着き、前年度よりやや増加した。

【令和４年度で解決する課題】
・「地域アプローチ」による調査研究を行い、少子化対策に向けた
事業を提案する。
【令和５年度以降にも引き継がれる課題】
①結婚から子育て期にわたる切れ目のない支援
②産後うつへの支援強化
③乳幼児健康診査受診率の向上
④児童虐待の早期発見・早期対応のための啓発活動及び虐待相
談への迅速で適切な対応、支援のため関係機関との連携強化
⑤児童養護施設との連携強化及び里親制度の普及啓発
⑥ひとり親家庭の自立に向けた就労支援
⑦ヤングケアラーとその家庭の早期発見と適切な支援
⑧子育て世帯への経済的・心理的な負担感軽減事業の継続実施
⑨子育て支援施設の運営充実と利用促進

【令和５年度重点課題】
⑩子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化

①とちぎ結婚支援センターと連携した結婚の支援及び子育て世代包
括支援センターと子ども家庭総合支援拠点との連携を強化し、妊娠
期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う。
②早期に対象者を把握し支援を開始するとともに、近隣で「産後ケア
事業」を利用できるよう医療機関と調整を行い、取組を強化する。
③乳幼児健康診査の受診勧奨を行い、未受診者に対しては担当地
区保健師による受診勧奨と実態把握を行い、受診率の向上を図る。
④児童虐待の早期発見・早期対応のための広報・ちらしによる市民
の通告義務の周知・啓発活動及び要保護児童対策地域協議会を活
用し、関係機関との連携を強化する。また、子どもの居場所・子ども
食堂の利用に繋げる。
⑤児童及びその家庭の福祉の向上を図るために児童養護施設との
連携を強化する。また関係機関と連携し里親制度の普及啓発を図
り、里親登録者数の増加を目指す。
⑥母子家庭等自立支援給付金給付事業を周知し、ひとり親の就労
支援に活用する。
⑦ヤングケアラーとその家庭の早期発見と適切な支援に繋ぐために
ヤングケアラーコーディネーターが関係機関と連携し一体的な支援
体制の構築を図る。
⑧各種手当支給やこども、妊産婦医療費助成など子育て世帯の経
済的、心理的負担の軽減を図る事業を継続して実施する。
⑨子育て支援施設の利用促進を図る。
⑩子育てに困難を抱える世帯が顕在化している状況等を踏まえ、子
育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化を行う。

成果指標
設定の考え方

①②施策の意図の達成度を見るためには、実際
に子育てをしている世帯に対して、実態や意識
がどのようになっているのか把握する必要があ
る。そのため、市政に関するアンケート調査結果
を成果指標とした。

施
策

基
本
事
業

少子化対
策の推進

・妊娠・出産を希望する市民が、早
期に不妊・不育症治療を行えるよ
う、助成事業を周知し、経済的な支
援を行う。
・子育て世代包括支援センター(母
子保健型）による妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援によ
り、妊娠・出産・育児に関する不安
の軽減を行う。
・第３子以降の出生に対して子宝祝
金を支給する。

子育ての
負担感の
軽減

・出産、子育てに係る経済的負担
を軽減するため、妊産婦医療費助
成、こども医療費助成を行う。
・ファミリー・サポート・センターの周
知を行い、子育ての負担感の軽減
を図る。

母子保健
医療対策
の推進

・乳幼児健康診査を実施し、発達
状況や養育環境の把握に努め、未
受診者に対しては、フローチャート
による受診勧奨を強化し、受診率
向上を図る。
・未受診者については関係機関と
情報共有を行い、実態把握を確実
に行う。

こどもの遊
び場づくり
の推進

・子育て支援まちなかプラザで講
習会・相談事業・季節の行事等を
行い、未就園の子どもと保護者に
交流の場を提供し、子育て支援を
行う。
・こどもの国や児童館で季節の行
事やイベント、子育て講座を行い、
子どもの遊び場としての利用促進
を図る。

援護を必
要とする子
育て家庭
への支援

・子育て世代包括支援センターや関係機
関と連携し、特に支援を必要とする子ど
もやその家庭及び妊産婦に対し、総合的
かつ継続的に専門的相談支援を行う子
ども家庭総合支援拠点を設置、運営す
る。
・「ひとり親家庭等自立促進計画」に基づ
き、就労等に関する情報提供や支援の
充実を図るとともに就労に必要又は有利
な資格を取得するための高等職業訓練
促進給付金の活用を図る。
・特に養育環境の改善が必要な家庭に
対し、適切な養育支援の活用を図る。

施
策
の
基
本
情
報

・平成27年度から子ども・子育て支援新制度がスタートし、佐野市子ども・子育て支援事業計画に基づき、子ども・子育
て支援の基盤整備を行う必要がある。
・「まち・ひと・しごと総合戦略において「結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる」ため、結婚から子育て期にわたる
切れ目のない支援をする必要がある。
・援護を必要とする子どもが増加傾向にあり、貧困対策について議会から質問や要望がある。　　
・国では「子育て世代包括支援センター」の設置について令和2年度までに全国展開を目指し、「子ども家庭総合支援
拠点」について令和4年度までに全市区町村に設置するととしている。
・こどもの国等児童厚生施設及び子育て支援施設の開館にあたっては、新型コロナウイルス感染症対策について万全
を期する必要がある。
・国では、令和3年4月にヤングケアラーの実態調査を実施し、ヤングケアラーの支援に向け令和4年度からヤングケア
ラー支援体制強化事業を実施することとしている。
・令和４年度において、内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局が実施する「地域アプローチ」による少
子化対策の推進に関する調査研究事業において、モデル地方公共団体として本市が参加することとなった。

・乳幼児健診や相談等を利用し、子育て
の不安や悩みを抱え込まないようにす
る。
・子どもを健やかに育てる。
・ひとり親家庭等は、自立に努める。
・児童虐待に気づいたときは、市や児童
相談所に通告する。

・子どもの事故防止、防犯等に協力す
る。

・母子保健医療体制を充実する。
・子育ての負担感の軽減を図り、子育てしや
すい環境を整える。
・児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応
に取り組む。
・子どもが安心して遊べる場を提供する。
・子どもの貧困対策としての子どもの居場所
づくり、子ども食堂についての事業概要や先
進事例の紹介を市内のボランティア団体や社
会福祉法人などに周知する。
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